様式１

原子力システム研究開発事業　研究開発課題提案書

1． 研究開発課題名

「○○○の開発」（Ⅳ．に示す課題名のキーワードを含み、内容を端的に表す３０字以内の題名として下さい。）

２．提案者等

（1） 研究代表者の氏名・所属・職位・勤務先住所等

研究者番号XXXXXXXXXX　氏名：○○  ○○   
所属研究機関コードXXXXXXXX　○○○○研究所  □□研究室  主任研究員

〒XXX-XXXX ○○県○○市○○○1-2-3

（TEL:0x-xxxx-xxxx、FAX: 0x-xxxx-xxxx、E-mail:xxx@xxxxx）

（2） 事務連絡担当者の氏名・所属・職位・勤務先住所等

氏名：○○  ○○   
· ○○○研究所  □□研究協力課  連携係長

〒XXX-XXXX ○○県○○市○○○1-2-3

（TEL:0x-xxxx-xxxx、FAX: 0x-xxxx-xxxx、E-mail:xxx@xxxxx）

（3） 再委託先代表者の氏名・所属・職位・勤務先住所等（全ての再委託先代表者について記載して下さい。）

（再委託先１）

研究者番号XXXXXXXXXX　氏名：○○  ○○   
所属研究機関コードXXXXXXXX　○○○○研究所  □□研究室  主任研究員

〒XXX-XXXX ○○県○○市○○○1-2-3

（TEL:0x-xxxx-xxxx、FAX: 0x-xxxx-xxxx、E-mail:xxx@xxxxx）

（4） 研究開発の実施場所の住所等（実施場所が機関に帰属している場合には機関の名称を含みます。複数ある場合には全てを記載して下さい。）

○○○○研究所  □□研究室

〒XXX-XXXX ○○県○○市○○○1-2-3

（TEL:0x-xxxx-xxxx、 FAX: 0x-xxxx-xxxx）

３．研究開発期間及び研究開発に要する経費の総額（直接経費と間接経費の合計）

· ○百万円（○○年度）、○○百万円（○○年度）、○○百万円（○○年度）

· ○百万円（合計） （研究開発年次計画に合わせて適宜記載して下さい。）

４．研究開発成果の帰属に係る取決め

（研究チームを構成する場合は、研究開発を実施することにより得られた特許権等の知的財産権の帰属について記載して下さい。）

５．類似研究開発課題の実施及び申請の有無

　　　いずれか一つにチェックを入れて下さい。


□有＊

□無

　　＊　有の場合は、様式１０に当該事項を記載して下さい

６．実施状況報告書の提出の有無

　「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく、実施状況報告書の提出の有無についていずれか一つにチェックを入れて下さい。無の場合には提出予定日を記載して下さい。


□有（提出日：平成　　年　　月　　日）


□無（提出予定日：平成　　年　　月頃）

様式２

研究開発課題の概要

研究開発課題名
：例）
○○○の開発
研究代表者氏名（ふりがな）
：例）
○○　○○（○○　○○）

所属機関・部署
：例）
○○研究所  □□研究室
職位
：例）
主任研究員

研究開発の概要：

研究開発の概要を、様式３の内容を簡潔にまとめて、６００字以内で記載して下さい。

　なお、様式２は、全体でＡ４用紙１頁に収めて下さい。

様式３

研究開発課題の総括説明

提案する研究開発課題について以下の観点から整理し、Ａ４用紙５頁以内で、簡潔明瞭に記載して下さい。なお、論文、解説等の資料の添付は、認められません。

１．研究開発課題名：

様式１と同じ内容を記入して下さい。
２．研究開発の目的：

研究開発の目的について、研究開発項目ごとに整理して、可能な限り定量的に記載して下さい。その際、対応する研究開発課題が設定する目的、達成目標、前提条件を満足し、期待される成果が得られるものであることを示して下さい。

３．提案する技術の卓越性：
提案する技術が期待される成果を得るために最も優れたものであり、実用化を目途とした研究開発に大きく貢献できることを、具体的な根拠とともに示して下さい。
４．これまでの関連する研究開発実績及び提案の技術的実現性：

これまでに行われた関連する研究開発（他機関との共同で実施したものを含む）の経緯について、実施時期、実施機関、研究開発に要する経費の出所（民間企業、自社研究開発等）、得られた成果等について整理して記載して下さい。それらを踏まえて、期待される成果を得るために適用する技術の工学的実現可能性を具体的な根拠をもって示して下さい。さらに、その技術を適用することによって期待される成果を得るための方策を具体的に示して下さい。
５．人材育成への貢献：
将来の原子力技術を担う人材（研究者、技術者等）の育成に貢献するものであるかについて記述して下さい。

６．具体的実施内容：
研究開発の具体的な実施内容を、研究開発項目ごとにスケジュール、実施体制を含めて、様式４～９との関連が分かるように示して下さい。その際、研究代表者の所属する機関（受託者）、共同で研究開発課題を実施する機関（再委託先）ごとに、それぞれの実施内容が分かるようにして下さい。

（注）　本様式の制限枚数の超過は、認められません。
様式４

研究開発年次計画・経費の見込額

（単位：百万円）

	研究開発項目
	平成○○年度
	平成○○年度
	平成○○年度
	経費の総額

	
(1)・・に関する研究開発

  （細目まで記載）

　①・・・に関する試験

　②・・・に関する解析

(2)・・に関する研究開発

　　　　　・

　　　　　・

(3)・・に関する研究開発

          ・

          ・


	
	
	
	

	直接経費
	60
	90
	70
	220

	間接経費
	18
	27
	21
	66

	合　計
	78
	117
	91
	286


（注）

・
研究開発項目ごとに記載して下さい。また、実施機関が分かるように記載して下さい。（線表の下に直接経費の見込額を記入して下さい。）

・
上の表は３年計画を例示したものであり、研究開発期間に応じて適宜記載して下さい。

・
間接経費は、直接経費の合計の３０％として下さい。
様式５

研究開発に要する経費の見込額

（単位：百万円）
	実施年度
	平成○○年度
	平成○○年度
	平成○○年度
	合計

	研究開発項目（１）

１．設備備品費

（内容）

２．試作品費
（内容）

３．人件費

（内容）

４．業務実施費

（内容）
	
	
	
	

	小  計
	
	
	
	

	研究開発項目（２）

・

・

・
	
	
	
	

	小  計
	
	
	
	

	研究開発項目（３）

・

・

・
	
	
	
	

	小  計
	
	
	
	

	直接経費
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	

	合  計
	
	
	
	


（注）

・
研究開発課題全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記載して下さい。

・
上の表は３年計画を例示したものであり、研究開発期間に応じて適宜記載して下さい。

・
各項目の内容については別紙「研究開発に要する経費の範囲」を参照して下さい。

・
間接経費は、直接経費の合計の３０％として下さい。
様式６

研究開発体制

①体制図
















（注）

・
上の図はイメージであり、記載形式は自由です。研究開発課題を構成する研究開発項目、研究開発内容、研究チームを構成する各機関の実施分担及び全ての研究開発の実施者の担当内容、指揮命令系統が分かるように記載して下さい。

・
エフォート（研究充当率）について


総合科学技術会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を100%とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（%）」に基づきます。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育活動や管理業務等を含めた実質的な全仕事時間を指します。一人の研究開発の実施者が複数の研究開発項目に係わる場合は、その項目に係わるエフォートを記載するのではなく、この研究開発課題に係わる全エフォートを各研究開発項目に記載（全て同じ値）して下さい。

②研究代表者及び研究開発項目の責任者のエフォート
○研究代表者のエフォート
	研究代表者氏名
	区分
	エフォート（％）

	○○ ○○
	全ての競争的資金制度における申請中の課題
	○○

	
	全ての競争的資金制度における既に採択された課題
	□□


○研究開発項目の責任者(注)のエフォート

（１）・・に関する研究開発

	研究開発項目の責任者氏名

（所属機関）
	区分
	エフォート（％）

	○○ ○○

（○○研究所）
	全ての競争的資金制度における申請中の課題
	○○

	
	全ての競争的資金制度における既に採択された課題
	□□


（２）・・に関する研究開発

	研究開発項目の責任者氏名

（所属機関）
	区分
	エフォート（％）

	○○ ○○

（○○研究所）
	全ての競争的資金制度における申請中の課題
	○○

	
	全ての競争的資金制度における既に採択された課題
	□□


（３）・・に関する研究開発

	研究開発項目の責任者氏名

（所属機関）
	区分
	エフォート（％）

	○○ ○○

（○○研究所）
	全ての競争的資金制度における申請中の課題
	○○

	
	全ての競争的資金制度における既に採択された課題
	□□


（注）

・様式４に示す「研究開発項目」の各責任者について、作成して下さい。

・今回の提案のエフォートは、上記エフォート（申請中）に含めて下さい。

様式７
研究開発の実施者の経歴

研究代表者を含む全ての研究開発の実施者について、各人ごとに作成して下さい。研究代表者は２頁以内、その他の研究開発の実施者は１人１頁以内で記載して下さい。

1． 氏名、年齢（生年月日）

  研究者番号XXXXXXXXXX　○○　○○（ふりがな） ○○才（１９○○年○月○日生）

（年齢は、平成２２年４月１日現在での年齢として下さい。)

2． 所属機関名・部署名・職位名・連絡先

所属研究機関コードXXXXXXXX　○○○○研究所  □□研究室  主任研究員

（電話番号、FAX番号、電子メール）（所在地）

3． 最終学歴

  ○○大学○○研究科修士課程終了  理学博士（○○大学）

4． 研究歴（主な職歴と研究内容）

	年  月
	職  歴
	研究内容

	
	
	


5． 受賞歴、表彰歴

	年  月
	受賞歴、表彰歴

	
	


6． 研究成果

· 主な研究論文、総説及び著書

代表的な研究論文、総説及び著書のうち、重要なもの５件程度までを選んで、タイトル、著者、ジャーナル名、号、発行年等を記載して下さい。これら論文等については、提出を求めることがあります。

なお、本提案と関係が深い論文等がある場合には必ず記載し、タイトルの前に＊印を付けて下さい。

· 特許等取得件数（申請中を含む。）

件数を記載して下さい。なお、海外分は括弧書きにて内数として下さい。

また、これまで申請した特許等のうち、重要なもの５件程度までを選んで、特許名、特許番号、取得または出願年月日等を記載して下さい。なお、本提案と関係の深い特許等がある場合には必ず記載し、特許名の前に＊印を付けて下さい。

· 研究の成果物

これまで開発した主な研究の成果物（製品等）のうち、重要なもの５件程度までを選んで、名称及びその核となる技術の概要等を記載して下さい。なお、本提案と関係の深い成果物等がある場合には必ず記載し、名称の前に＊印を付けて下さい。

様式８

賃借または購入設備備品・試作品リスト

１．主な賃借または購入設備備品・試作品

	番号
	品名
	仕様
	用途
	金額

（百万円）
	賃借または
購入の時期
	賃借または購入する機関

	１－１


	
	
	
	
	
	

	１－２


	
	
	
	
	
	

	１－３


	
	
	
	
	
	

	１－４


	
	
	
	
	
	

	１－５


	
	
	
	
	
	

	・

・
	
	
	
	
	
	


２．主な既存設備備品

	番号
	品名
	仕様
	用途
	使用年数
	保有している機関

	２－１


	
	
	
	
	

	２－２


	
	
	
	
	

	２－３


	
	
	
	
	

	２－４


	
	
	
	
	

	２－５
	
	
	
	
	

	・

・
	
	
	
	
	


（注）

・
機械装置・工具器具備品、試作する装置に関しては、必要に応じて適宜説明や参考資料の提出を求めることがあります。

様式９

役務作業等リスト

１．役務作業

	番号
	作業名
	仕様
	金額

（百万円）
	実施時期
	作業等を発注する機関

	１－１


	
	
	
	
	

	１－２


	
	
	
	
	

	１－３


	
	
	
	
	

	１－４


	
	
	
	
	

	１－５


	
	
	
	
	

	・

・
	
	
	
	
	


２．プログラム作成

	番号
	作業名
	仕様
	金額

（百万円）
	実施時期
	作業等を発注する機関

	２－１


	
	
	
	
	

	２－２


	
	
	
	
	

	２－３


	
	
	
	
	

	２－４


	
	
	
	
	

	２－５


	
	
	
	
	

	・

・
	
	
	
	
	


様式１０
国による他の事業等での実施等

研究代表者を含む全ての研究開発の実施者が現在助成を受けているもの及び申請中のものについて、研究制度名ごとに、研究課題名、研究資金の額（円／年もしくは円／研究期間等の単位を記入して下さい。）、研究期間、役割（研究代表者あるいはその他の研究開発の実施者）、本研究開発課題との相違点を明記して下さい。また、様式１「６．類似研究開発課題の実施及び申請の有無」において、有の場合は、当該研究に＊印を付けて下さい。

（記入例）

（１）科学研究費補助金　若手研究(A)、研究課題「○○」、8,000千円／年、H17-19、研究代表者、

　　　相違点：○○

なお、申請予定でも、可能な限り記載して下さい。

同一または著しく類似した内容の研究開発課題は審査の上、採択しないことがあります。

記入内容が事実と異なる場合には、採択されても後日取り消しとなる場合があります。

該当するグラントとしては、例えば下記のような制度があげられます。

· 科学研究費補助金

· 科学技術振興調整費

· 厚生労働科学研究費補助金

· 革新的実用原子力技術開発費補助事業

· NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)、農業・生物系特定産業技術研究機構、医薬品医療機器総合機構、情報通信研究機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、科学技術振興機構等の独立行政法人等による大型の基礎研究推進制度

· その他、研究開発の実施者が獲得することができる国または独立行政法人からの委託事業や補助金等の外部資金

· 所属研究機関において、所属機関の業務としての多額の資金

なお、文部科学省「革新的原子力システム技術開発委託費」において類似事業を実施していた場合は、本様式に含めて記述して下さい。当該事業の事後評価を参考にさせていただきます。

また、本事業における過去の採択課題と同一または著しく類似した内容の研究開発課題は採択しないことがあります。

様式１１

用語の説明書

本提案書類で使用している専門用語及び略語のうち、特に必要と思われるものについて、簡単な解説を記載して下さい。なお、用語の説明書はより的確な審査を目的としたもので提出を義務付けるものではありませんが、可能な限り提出して下さい。（記載形式は自由です。）

（別紙）

研究開発に要する経費の範囲

文部科学省が負担する研究開発に要する経費の範囲は、国内の大学、研究開発機関、企業等が行う研究開発に係る直接経費及び間接経費とします。その項目は、以下のとおりとします。

直接経費

◎　設備備品費

研究開発に要する取得価格が１０万円以上かつ耐用年数が１年以上の機械装置、工具器具備品の購入、設計(詳細設計に限る。)、製造、改良、据付等に要する経費が対象になります。（資産計上されるもの）

◎　試作品費

研究開発に必要な試作する装置に要する費用が対象になります。（単年度では資産計上しないが、文部科学省の指示で資産計上する可能性があります。）

◎　人件費

研究開発の実施者及び補助者の人件費が対象になります。

ただし、独立行政法人、特殊法人、国立大学法人及び学校法人については、人件費対象者が運営費交付金、私学助成の補助対象者ではないこと。

◎　業務実施費

上記の各費目に含まれない、研究開発に要する消耗品費、国内旅費、外国旅費、諸謝金、会議開催費、通信運搬費、印刷製本費、借損料、雑役務費、電子計算機諸費（プログラム作成費を含む）、保険料、光熱水料、消費税相当額等が対象になります。

※　光熱水料は、当該研究の実施に直接使用する実験棟、プラント、設備、装置等の運転に要した光熱水料が対象となります。専用のメーターが装備されている場合は、その使用料により計上額を算出します。

光熱水料の合理的な算出方法として、以下に一例を示します。

（算出例）

	
	パターン
	設備の例
	算出方法の例

	１
	フロアーの一部を専有エリアとして当該研究を実施している場合
	
	【例１】

使用料＝電力会社等の契約単価（円/kwh）×{（フロアー全体の使用電力量÷フロアー全体面積）}×（当該研究を実施している専有エリア面積）

【例２】

使用料＝フロアー全体の年間又は月毎の光熱水費×（当該研究を実施している専有エリア面積÷フロアー全体面積）

	２
	研究設備を共同利用している場合
	スパコン、

高圧電子顕微鏡等
	使用料＝（設備の定格電力量×電力会社等の契約単価（円/kwh））×使用時間

※研究設備の場合、メーカーが単位時間当たりの定格電力量を明示している。

	３
	フロアーの一部又は全部を占有した特別の区画内に設置されている設備
	クリーンルーム内にある設備
	使用料＝（設備の定格電力量×電力会社等の契約単価（円/kwh））×使用時間

　　　　　　　　　　　＋

（クリーンルーム全体の年間又は月毎の光熱水費）×（クリーンルーム全体の中で使用設備が占める面積割合（２０％であれば０.２））


研究開発の遂行に必要な経費であっても、次の経費は直接経費の対象としません。

○　建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要となる軽微な据付費等のための経費を除く。）

○　机、椅子、複写機等、研究開発機関で通常備えるべき物品を購入するための経費。

○　研究開発遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費。

○　学会等参加による本事業成果の普及、及び情報収集に係る経費

学会等参加費、国内外旅費、会議費
○　その他、間接経費を使用することが適切な経費。

なお、公募により採択された業務計画期間中に取得する設備備品及び試作品は、委託業務を実施する上で最低限必要な性能を有するものとし、その必要性及び経済性を踏まえた妥当性について精査します（取得の理由、リース又はレンタルや役務など他の方法との比較等）。

間接経費

研究開発の運営、成果の取りまとめ等、間接的に必要となる経費については、間接経費として計上できます。間接経費は、直接経費の合計の３０％として下さい。

間接経費の執行は、機関の長の責任の下、間接経費の使用に関する機関としての方針等に則り計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性を確保して下さい。

間接経費については、証拠書類を適切に保管し（毎年度の事業完了翌年度から５年間）、また、収支簿を作成する等してその収支を明らかにし、適正な管理・執行に努めて下さい。

間接経費の配分を受けた各受託機関の長は、毎年度の間接経費使用実績を翌年度の６月３０日までに、別紙様式により文部科学省原子力研究開発課に報告して下さい。


（別紙様式）

競争的研究資金に係る間接経費執行実績報告書（平成○○年度）
機関名：　　　　　　　　
１．間接経費の経理に関する報告
（単位：千円）
	（収入）

	　　競争的研究資金の種類
	間接経費の納入額
	　　　　　　備　　　　考

	○○研究費補助金
○○制度
	 ○，○○○

○○○，○○○
	 

	　　　　合　　計
	○○○，○○○
	 

	（支出）

	　　　 経費の項目
	    執行額
	     備考（具体的な使用内容）

	１．管理部門に係る経費
　①人件費
　②物件費
　③施設整備関連経費
　④その他
２．研究開発部門に係る経費
　①人件費
　②物件費
　③施設整備関連経費
　④その他
３．その他の関連する事業

　部門に係る経費
　①人件費
　②物件費
　③施設整備関連経費
　④その他
	 
　○○，○○○

○，○○○

○，○○○

○，○○○

○○，○○○

○○，○○○

○，○○○

○，○○○

○，○○○
	 

	　　　　合　　計
	 ○○○，○○○
	 


　

2． 間接経費の使用結果に関する報告

（被配分機関において、間接経費をどのように使用し、その結果如何に役立ったのか報告。

（間接経費の考え方、使途、効果等）。必要に応じ参考資料を添付）
[image: image1.emf] 

3015 





技術者Ｆ










































































研究主任Ｑ





各研究開発項目の責任者





（２）＊＊＊（項目２の内容）





（１）＊＊＊（項目１の内容）








研究開発項目間の関係をそれぞれ記載





研究開発全体の取りまとめ：研究代表者名





「エフォート（研究充当率）○○％」を記載して下さい（以下、研究開発の実施者全て同じ）。
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・・の準備(○○大学)
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研究主幹Ｇ
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間接経費の主な使途の例示


各受託機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費のうち、以下のものを対象とする。


○管理部門に係る経費


・管理施設・設備の整備、維持及び運営経費


・管理事務の必要経費


備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費


等


○研究開発部門に係る経費


・共通的に使用される物品等に係る経費


備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費


・当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費


研究開発の実施者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費


・特許関連経費


・研究棟の整備、維持及び運営経費


・実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費


・研究者交流施設の整備、維持及び運営経費


・設備の整備、維持及び運営経費


・ネットワークの整備、維持及び運営経費


・大型計算機（スパコンを含む。）の整備、維持及び運営経費


・大型計算機棟の整備、維持及び運営経費


・図書館の整備、維持及び運営経費


・ほ場の整備、維持及び運営経費


等


○その他の関連する事業部門に係る経費


・研究成果展開事業に係る経費


・広報事業に係る経費


等


※上記以外であっても、間接経費の配分を受けた各受託機関の長が研究開発課題の遂行に関連して間接的に必要と判断した場合、執行することは可能とします。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とします。
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・・の試験及び評価(××研究所)























取りまとめ(△△機構)





様式１と同じ内容を記入して下さい。
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研究者Ｅ





研究者Ｄ





研究者Ｃ





研究者Ｂ





研究者Ａ





・試験　　　・実験装置設計・評価、解析　  ・計算コード作成　　・実験　　　　・評価　　　





研究開発の実施者間の関係（例：試験装置の設計、データ検証等）をそれぞれ記入





再委託先１:


＊＊＊（再委託の内容）





再委託先２:


＊＊＊（再委託の内容）





研究責任者ア





研究責任者オ





研究者ク





研究者キ





研究者カ





研究者イ





研究者ウ





研究者エ





提案する研究開発課題の研究開発項目ごとに研究チーム以外の者が実施するプログラム作成について、現在計画中のものを全て記載して下さい。


なお、研究チームを構成する場合、どの機関が当該作業を発注するのかを明記して下さい。











提案する研究開発課題の研究開発項目ごとに賃借または購入する予定の機械装置・工具器具備品、試作する装置について、現在計画中のものを記載して下さい。ただし、単価１００万円未満のものは記載不要です。なお、機械装置・工具器具備品を賃借する場合は金額欄に「○○（賃借）」と記載して下さい。


なお、研究チームを構成する場合、どの機関が賃借または購入するのかを明記して下さい。





提案する研究開発課題で使用予定の主な既存の設備、機械装置・工具器具備品について記載して下さい。


ただし、購入単価２００万円未満のものは記載不要です。





提案する研究開発課題の研究開発項目ごとに研究チーム以外の者が実施する役務作業について、現在計画中のものを全て記載して下さい。


なお、研究チームを構成する場合、どの機関が当該作業を発注するのかを明記して下さい。
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